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議事要旨(4)棚卸資産専門委員会における検討状況について 

 

新井常勤委員（専門委員長）及び高津研究員より、棚卸資産の評価方法である後入先出法

の取扱い等について専門委員会で検討している会計基準の公開草案の文案につき、説明がな

された。説明の後、委員から次のような発言があった。 

 

 （適用初年度の取扱いについて） 

・  適用初年度の取扱いとして、後入先出法からその他の評価方法へ変更した際の当期

の損益への影響額が多額である場合に、期首の棚卸資産の保有損益相当額のうち当期

の損益に計上された額を特別利益に表示することができるとされているが、影響額が

多額かどうかの判断の指針を会計基準において示すことが検討されているのかを確認

したい。 

→この点について、事務局からは、特にそうした指針を定めることは検討されておら

ず、影響額が多額かどうかの判断は企業の判断に委ねられるとの回答がなされた。 

・  後入先出法からその他の評価方法へ変更した際の期首の棚卸資産の保有損益相当額

が、売上原価に含まれているのか、特別利益に含まれているのかは、財務諸表利用者

が容易に識別できるような開示が望ましいと考えられる。 

→会計方針の変更に伴う影響額が注記されることから、財務諸表利用者は、損益計算

書上でどのような表示がされているのか把握することができるとの回答がなされた。 

・  適用初年度において特別利益に計上できる金額について、期首の棚卸資産の保有損

益相当額のうち当期の損益に計上された額とする現状の案とすべきか、会計方針の変

更の影響額とすべきか、という点については、会社の保有するシステムにも関係する

こと等から、判断が難しいと考えられるので、どちらも認めるということも考えられ

るのではないか。 

→この点について、事務局からは、公開草案の段階であり、特に強い意見がなければ、

期首の棚卸資産の保有損益相当額のうち当期の損益に計上された額を特別利益に計上

できるという現状の案で公表したいとの回答がなされた。 

 

なお、適用時期等については、EC 当局が後入先出法の取扱いについても非常に注目してき

たという最近の状況を踏まえると、これまで１つのアイデアとして枠囲みで示してきた経過

措置については、公開草案の段階では、より慎重な対応が求められるので、委員をはじめと

した関係者と引き続き対応を検討し、次回の委員会に諮りたいという説明が事務局から行わ

れた。 

これらの意見を踏まえ、次回の委員会で公表議決ができるように会計基準の公開草案を検

討することとされた。 

以 上 


